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平成２２年４月２７日 

各位 

 会社名 住友信託銀行株式会社 

 代表者名 取締役社長 常陰 均 

 （コード番号 ８４０３） 

 問合せ先 管理部長   西村 正 

 （ＴＥＬ． ０３-３２８６-８１８７） 

 

当社子会社に係るのれんの減損損失の計上等に関するお知らせ 

 

当社は、平成２２年３月期連結決算において、当社子会社であるファーストクレジット株式会社（以下

「ファーストクレジット」）に係るのれんの減損損失を、また、単体決算において、ファーストクレジット株式

に対する投資損失引当金をそれぞれ計上することといたしましたので、お知らせします。 

 

記 

 

１．のれんの減損損失等の内容 

（１）背景・理由 

ファーストクレジットは、法人・個人のお客様に対する不動産担保ローンを中心に事業展開しており

ます。当社が全株式を取得した平成１７年度から１９年度にかけ、順調に業績を拡大してまいりました

が、平成２０年度においては金融危機を背景とした不動産市況の急激な悪化の影響を受け、多額の

与信関係費用を計上いたしました（次ページの「過年度実績」をご参照ください）。 

平成２１年度におきましては、与信関係費用は沈静化し、利益回復する見通しとなっておりますが、

想定を超える不動産市況の低迷継続等を背景に、不動産担保ローンの新規実行額及び残高が、計

画を下回る推移となりました。こうした状況を踏まえ、平成２２年度以降の業績見通しを見直し、のれ

んの再評価を実施した上で、減損損失の計上等を行うこととしたものであります。 

 

（２）連結決算 

連結決算におきましては、のれんの減損損失３４４億円を特別損失として計上いたします。ファース

トクレジットに係るのれんにつきましては、今回の一時償却と取得以降毎期実施してきた規則償却等

による累計償却額が６０７億円となり、平成２２年３月末の未償却残高は４８３億円となります。 

 

（３）単体決算 

当社単体決算におきましては、ファーストクレジット株式の取得原価１，３０４億円と、のれん再評価

後の株式評価額との差額に相当する６４８億円を、投資損失引当金として特別損失に計上いたしま

す。 

 

２．修正事業計画 

のれんの再評価の前提となるファーストクレジットの修正事業計画は、以下の通りです。戸建分譲事

業者向けを中心とした住居系不動産取得資金、中・小口の事業用物件取得資金の貸出に加え、金融機

関との提携による個人向け保証業務の強化を柱とし、着実な業容拡大を目指す計画としております。 
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なお、別途お知らせしておりますとおり、本日付でファーストクレジットと当社子会社であるライフ住宅

ローン株式会社は、事業競争力の強化ならびに経営の効率化を加速するため、経営統合に向けた基本

合意を締結しておりますが、本修正事業計画は、経営統合に伴う、営業面・商品面での競争力強化、コ

スト削減効果等は考慮しておりません。 

 

 ＜修正事業計画＞ 

 平成２２年３月期 

見込 

平成２３年３月期 

計画 

平成２５年３月期 

計画 

平成２７年３月期 

計画 

営業収入 １００億円 ７５億円 ９０億円 １１０億円 

与信関係費用 △２７億円 △１５億円 △１５億円 △２０億円 

経常利益 １６億円 １５億円 ３０億円 ４５億円 

当期純利益 １５億円 １５億円 ３０億円 ４５億円 

貸出金残高 １，１４４億円 １，１５０億円 １，２５０億円 １，４００億円 

 

 ＜過年度実績（ご参考）＞ 

 平成１８年３月期 

実績 

平成１９年３月期 

実績 

平成２０年３月期 

実績 

平成２１年３月期 

実績 

営業収入 １３４億円 １５８億円 １７８億円 １２７億円 

与信関係費用 △０億円 △２１億円 △０億円 △３７３億円 

経常利益 ６６億円 ８５億円 １１６億円 △３０４億円 

当期純利益 ８６億円 ９４億円 １１８億円 △３２６億円 

貸出金残高 １，１８４億円 １，５３７億円 １，９４９億円 １，６４０億円 

 

３．今後の見通し 

（１）平成２２年３月期の業績への影響 

平成２２年３月期（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）の業績への影響につきまして

は、本日公表いたしました｢平成２２年３月期 業績予想の修正について｣をご覧ください。 

 

（２）その他 

上記の減損損失の計上に伴い、ファーストクレジットののれんに係る平成２２年度の連結決算上の

規則償却額は、現時点では約３１億円（平成２１年度は５５億円）を見込んでおります。 

 

以 上 

 


